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１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨

中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や各政策分野中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や各政策分野中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や各政策分野中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や各政策分野中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や各政策分野中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や各政策分野中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や各政策分野中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や各政策分野にににににににに
おけるおけるおけるおけるおけるおけるおけるおける歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性
を財政面から裏付けるとともに、安定した財政運営の指針として活用を財政面から裏付けるとともに、安定した財政運営の指針として活用を財政面から裏付けるとともに、安定した財政運営の指針として活用を財政面から裏付けるとともに、安定した財政運営の指針として活用を財政面から裏付けるとともに、安定した財政運営の指針として活用を財政面から裏付けるとともに、安定した財政運営の指針として活用を財政面から裏付けるとともに、安定した財政運営の指針として活用を財政面から裏付けるとともに、安定した財政運営の指針として活用
することを目的とするものです。することを目的とするものです。することを目的とするものです。することを目的とするものです。することを目的とするものです。することを目的とするものです。することを目的とするものです。することを目的とするものです。

２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件

・・・・・・・・ 平成平成平成平成平成平成平成平成2929292929292929年度年度年度年度年度年度年度年度の一般会計当初予算をベースとしました。の一般会計当初予算をベースとしました。の一般会計当初予算をベースとしました。の一般会計当初予算をベースとしました。の一般会計当初予算をベースとしました。の一般会計当初予算をベースとしました。の一般会計当初予算をベースとしました。の一般会計当初予算をベースとしました。
・・・・・・・・ 借換債を除く実質的な予算規模で推計しました。借換債を除く実質的な予算規模で推計しました。借換債を除く実質的な予算規模で推計しました。借換債を除く実質的な予算規模で推計しました。借換債を除く実質的な予算規模で推計しました。借換債を除く実質的な予算規模で推計しました。借換債を除く実質的な予算規模で推計しました。借換債を除く実質的な予算規模で推計しました。
・・・・・・・・ 現行の税財政制度及び社会保障制度を基本としました。現行の税財政制度及び社会保障制度を基本としました。現行の税財政制度及び社会保障制度を基本としました。現行の税財政制度及び社会保障制度を基本としました。現行の税財政制度及び社会保障制度を基本としました。現行の税財政制度及び社会保障制度を基本としました。現行の税財政制度及び社会保障制度を基本としました。現行の税財政制度及び社会保障制度を基本としました。
・・・・・・・・ 消費税率については、消費税率については、消費税率については、消費税率については、消費税率については、消費税率については、消費税率については、消費税率については、平成平成平成平成平成平成平成平成3131313131313131年年年年年年年年1010101010101010月月月月月月月月のののののののの1010101010101010％への引上げを考慮して、％への引上げを考慮して、％への引上げを考慮して、％への引上げを考慮して、％への引上げを考慮して、％への引上げを考慮して、％への引上げを考慮して、％への引上げを考慮して、
歳入・歳出に反映歳入・歳出に反映歳入・歳出に反映歳入・歳出に反映歳入・歳出に反映歳入・歳出に反映歳入・歳出に反映歳入・歳出に反映しました。しました。しました。しました。しました。しました。しました。しました。
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２２２２２２２２--------①①①①①①①① ．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件≪≪≪≪≪≪≪≪歳入歳入歳入歳入歳入歳入歳入歳入≫≫≫≫≫≫≫≫

１１１１１１１１．．．．．．．．市税市税市税市税市税市税市税市税

・・市民税市民税------働く世代の減少や働く世代の減少や、、近年の決算状況などを参考に見込みました近年の決算状況などを参考に見込みました。。
・・固定資産税固定資産税------評価替の影響を見込みました評価替の影響を見込みました。。

２２２２２２２２．．．．．．．．地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等

・・現行の税財政制度に基づき積算しました現行の税財政制度に基づき積算しました。。
・・地方消費税交付金は地方消費税交付金は、、平成平成3131年年1010月月の消費税率の消費税率1010％％への引上げによる影響額をへの引上げによる影響額を見込み見込みまま
したした。。
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３３３３３３３３．．．．．．．．地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税

・・市税減収による増加や市税減収による増加や、、合併合併特例債等の特例債等の償還に償還に伴う公債費算入額の増加伴う公債費算入額の増加をを見込みました見込みました。。
・・合併合併算定算定替替特例期間終了後の特例期間終了後の段階的な縮小を段階的な縮小を見込みました見込みました。。

４４４４４４４４．．．．．．．．国国国国国国国国・・・・・・・・県支出金県支出金県支出金県支出金県支出金県支出金県支出金県支出金

・・普通建設事業費普通建設事業費や扶助費にや扶助費に係るものは歳出と係るものは歳出と連動させて積算連動させて積算しましたしました。。

５５５５５５５５．．．．．．．．市債市債市債市債市債市債市債市債

・・施設の更新等を含む普通建設事業に対し施設の更新等を含む普通建設事業に対し、、通常債通常債に加えに加え、、合併合併特例債等を見込みました特例債等を見込みました。。
・・借換債は除きました借換債は除きました。。

６６．．その他歳入その他歳入
・・ふるさと燕応援寄付金を平成ふるさと燕応援寄付金を平成2828年度の実績により見込みました年度の実績により見込みました。。



２２２２２２２２--------②②②②②②②② ．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件≪≪≪≪≪≪≪≪歳出歳出歳出歳出歳出歳出歳出歳出≫≫≫≫≫≫≫≫

１１１１１１１１．．．．．．．．人件費人件費人件費人件費人件費人件費人件費人件費（（（（（（（（委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む））））））））

・・職員人件費は職員人件費は、、定員適正化計画等により見込みました定員適正化計画等により見込みました。。

２２２２２２２２．．．．．．．．扶助費扶助費扶助費扶助費扶助費扶助費扶助費扶助費

・・高齢化などによる関係経費等の影響を見込みました高齢化などによる関係経費等の影響を見込みました。。

３３３３３３３３．．．．．．．．普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費

・・通常事業に加え通常事業に加え、、新市建設計画登載事業や主要事業を見込みました新市建設計画登載事業や主要事業を見込みました。。・・通常事業に加え通常事業に加え、、新市建設計画登載事業や主要事業を見込みました新市建設計画登載事業や主要事業を見込みました。。
・・公共施設等総合管理公共施設等総合管理計画を参考に施設の更新費用等を見込みました計画を参考に施設の更新費用等を見込みました。。

４４４４４４４４．．．．．．．．公債費公債費公債費公債費公債費公債費公債費公債費

・・市債の発行額と市債の発行額と連動させて積算連動させて積算しましたしました。。
・・借換債は除きました借換債は除きました。。

５５５５５５５５．．．．．．．．繰出金繰出金繰出金繰出金繰出金繰出金繰出金繰出金

・・国民健康国民健康保険保険（（平成平成2929年度以降は法定外繰出金を見込んでいません年度以降は法定外繰出金を見込んでいません））、、後期高齢者医療後期高齢者医療、、
介護介護保険保険事業の事業の３つの特別会計は３つの特別会計は、、高齢化など高齢化などの影響の影響を見込みましたを見込みました。。
・・公共下水道事業特別会計は公債費償還分などの影響を見込みました公共下水道事業特別会計は公債費償還分などの影響を見込みました。。

-3-



３３３３３３３３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し．一般会計（借換債を除く）の財政見通し．一般会計（借換債を除く）の財政見通し．一般会計（借換債を除く）の財政見通し．一般会計（借換債を除く）の財政見通し．一般会計（借換債を除く）の財政見通し．一般会計（借換債を除く）の財政見通し．一般会計（借換債を除く）の財政見通し
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歳入においては、人口減少などに歳入においては、人口減少などによる市税収入の減少が見込まれ、地方交付税ではよる市税収入の減少が見込まれ、地方交付税では合併算定替特例期間終了に伴う段階的な縮減が始合併算定替特例期間終了に伴う段階的な縮減が始

まるなど、まるなど、大幅な増加は大幅な増加は期待できない期待できない状況です状況です。一方、歳出においては。一方、歳出においては、「公共施設等総合管理計画」を参考に試算した施設の改修・、「公共施設等総合管理計画」を参考に試算した施設の改修・
更新費用や償還のピークを迎える公債費、高齢者更新費用や償還のピークを迎える公債費、高齢者人口人口の増加などの増加などによる扶助費等による扶助費等の増加などにより、特に平成の増加などにより、特に平成3434年度から厳しい財政状年度から厳しい財政状
況になることを示唆する結果となっています。況になることを示唆する結果となっています。
そのため、今後も健全な財政運営を維持するため、予防保全による公共施設の長寿命化に取り組むとともに、施設の適正化などを進めそのため、今後も健全な財政運営を維持するため、予防保全による公共施設の長寿命化に取り組むとともに、施設の適正化などを進め
ることで財政負担の軽減を図り、歳出の縮減と自主財源の確保に努めてまいります。ることで財政負担の軽減を図り、歳出の縮減と自主財源の確保に努めてまいります。

（単位：百万円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

10,504 10,496 10,488 10,356 10,315 10,299 10,191 10,178 10,164 10,156

8,010 8,188 8,216 8,207 8,371 8,246 8,318 8,246 8,151 8,076

2,133 2,133 2,196 2,619 2,619 2,619 2,619 2,619 2,619 2,619

　　　　　　　　　　　　年　度
　項　目

歳歳歳歳

市 税

地 方 交 付 税
（臨財債を含む）

地 方 譲 与 税 等 2,133 2,133 2,196 2,619 2,619 2,619 2,619 2,619 2,619 2,619

5,299 5,852 6,258 6,080 5,590 5,921 5,793 5,624 5,621 5,880

1,100 2,690 2,989 2,479 1,909 2,334 2,565 1,864 1,908 1,793

4,697 4,602 4,423 4,386 5,073 4,531 4,473 4,473 4,473 4,426

31,74331,74331,74331,743 33,96233,96233,96233,962 34,57134,57134,57134,571 34,12634,12634,12634,126 33,87833,87833,87833,878 33,94933,94933,94933,949 33,95933,95933,95933,959 33,00433,00433,00433,004 32,93632,93632,93632,936 32,95032,95032,95032,950

4,666 4,593 4,451 4,433 4,416 4,473 4,423 4,422 4,422 4,447

5,075 5,126 5,177 5,229 5,281 5,334 5,388 5,441 5,496 5,551

2,207 4,192 4,932 4,322 3,923 3,978 4,101 3,185 3,185 3,185

5,717 5,714 5,666 5,642 5,623 5,662 5,590 5,549 5,542 5,557

4,786 4,620 4,581 4,540 4,534 4,543 4,501 4,456 4,441 4,424

3,956 4,290 4,306 4,424 4,665 4,720 4,708 4,593 4,506 4,569

3,639 3,711 3,807 3,917 3,946 3,971 4,022 4,066 4,111 4,157

1,696 1,666 1,666 1,666 1,666 1,666 1,666 1,666 1,666 1,666

31,74331,74331,74331,743 33,91233,91233,91233,912 34,58534,58534,58534,585 34,17234,17234,17234,172 34,05334,05334,05334,053 34,34934,34934,34934,349 34,39934,39934,39934,399 33,37833,37833,37833,378 33,36933,36933,36933,369 33,55633,55633,55633,556

0 50 △ 14 △ 45 △ 174 △ 400 △ 440 △ 374 △ 433 △ 606

2,749 2,799 2,785 2,739 2,565 2,165 1,725 1,352 919 313

※ 市債・公債費については、借換債を除いています。

歳 入 歳 出 差 引 額

財政調整基金年度末残高

※ 計数については、それぞれ四捨五入しているため、端数が合致しないものがあります。

他 会 計 繰 出 金

貸付金・その他の歳出

合合合合　　　　　　　　　　　　　　　　計計計計

市 債
（臨財債を除く）

そ の 他 の 歳 入

合合合合　　　　　　　　　　　　　　　　計計計計

歳歳歳歳
　　　　
　　　　
出出出出

人 件 費

扶 助 費

普通建設事業費

物 件 費

補 助 費 等

公 債 費

歳歳歳歳
　　　　
　　　　
入入入入

地 方 譲 与 税 等

国 ・ 県 支 出 金



52,247 52,303 52,625 52,303 51,149 50,369 49,905 48,797 47,795 46,679 
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４．市債残高・公債費等４．市債残高・公債費等４．市債残高・公債費等４．市債残高・公債費等４．市債残高・公債費等４．市債残高・公債費等４．市債残高・公債費等４．市債残高・公債費等の見通しの見通しの見通しの見通しの見通しの見通しの見通しの見通し

市債借入額・公債費(償還額)

（百万円）

市債残高

（百万円）

市債残高は、新市建設計画登載事業の実施による合併特例債及び国の財源対策である臨時財政対策債の借入に伴い、平成市債残高は、新市建設計画登載事業の実施による合併特例債及び国の財源対策である臨時財政対策債の借入に伴い、平成3131年年
度まで増加し、その後は減少する見込みです。公債費は、合併特例債の償還に伴い平成度まで増加し、その後は減少する見込みです。公債費は、合併特例債の償還に伴い平成3434年度まで増加し、その後は減少する見込み年度まで増加し、その後は減少する見込み
です。です。
今後においては、「公共施設等総合管理計画」に基づき、施設の適正化を図りながら市債借入の抑制に努めるとともに、地方交付税今後においては、「公共施設等総合管理計画」に基づき、施設の適正化を図りながら市債借入の抑制に努めるとともに、地方交付税
措置のある有利な市債の活用により、将来負担の軽減に取り組んでまいります。措置のある有利な市債の活用により、将来負担の軽減に取り組んでまいります。

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

その他市債残高 13,362 14,213 15,523 16,781 17,367 18,384 19,746 20,357 20,975 21,395 

臨時財政対策債残高 16,121 16,457 16,757 16,993 17,078 17,101 17,092 17,102 17,097 17,047 

合併特例債残高 22,764 21,633 20,345 18,529 16,705 14,884 13,068 11,338 9,723 8,237 

市債残高合計 52,247 52,303 52,625 52,303 51,149 50,369 49,905 48,797 47,795 46,679 

市債借入額 5,485 4,159 4,459 3,949 3,379 3,804 4,035 3,334 3,378 3,263 

公債費（償還額） 3,927 4,287 4,303 4,421 4,662 4,717 4,705 4,590 4,503 4,566 
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5,000 
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※H29市債借入額は、前年度繰越額（見込）を合算しているため、「３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し」と一致しません。
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【【【【【【【【参考参考参考参考参考参考参考参考】】】】】】】】合併後の市債合併後の市債合併後の市債合併後の市債合併後の市債合併後の市債合併後の市債合併後の市債残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の推移推移推移推移推移推移推移推移

市債借入額・公債費(償還額)

（百万円）

市債残高

（百万円）

-6-

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

その他市債残高 19,673 17,761 15,784 14,176 12,464 11,658 11,886 11,158 10,857 10,387 11,156 13,362 

臨時財政対策債残高 6,357 6,993 7,503 8,367 10,106 11,321 12,530 13,691 14,643 15,366 15,687 16,121 

合併特例債残高 1,235 3,037 5,802 10,305 12,730 13,899 17,822 19,800 24,010 24,598 23,970 22,764 

市債残高合計 27,265 27,791 29,089 32,848 35,300 36,878 42,238 44,649 49,510 50,351 50,813 52,247 

市債借入額 4,250 2,994 4,170 6,353 4,966 4,035 8,028 5,323 8,041 4,152 4,101 5,485 

公債費（償還額） 3,570 2,965 3,343 3,038 2,972 2,901 3,088 3,314 3,516 3,594 3,935 3,927 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

0

10,000

※H29市債借入額は、前年度繰越額（見込）を合算しているため、「３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し」と一致しません。


